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Strategic Alliance 

Case: Renault and Nissan

RenaultとNissan

¡ Renault SA.
l 本社所在地：Boulogne-Billacourt, 

Cedex. France.
l 設立：１８９９年
l 発行株式：２３９８十万株
l 社長：Louis Schweitzer
l 従業員数：140417人（全世界）
l 基本事業

1. 自動車：
l Renault, Samsung, Dacia

2. 金融
3. その他

l 生産台数：2，375，084台
l 売上：３６３５１十億ユーロ
l 利益：１０億５千万ユーロ
l 事業展開：36カ国、350事業所

¡ 日産自動車株式会社
l 本社所在地:東京都中央区銀座6-

17-1 
l 設 立:1933年
l 資本金:6,045億5,600万円（2002
年3月末現在）

l 社長：カルロス・ゴーン
l 従業員数（2002年3月末現在）

¡ 30,365名（単体）
¡ 125,099名（連結）

l 生産台数合計(2001年度の業績)
¡ 2,474,888台
¡ 国内生産 1,272,851台
¡ 海外生産 1,202,037台
¡ 国内登録台数 713,521台
¡ 輸出台数 577,119台

l 売上（２００２年３月）
¡ 単体3兆198億6,000万円
¡ 連結6兆1962億4,100万円

l 連結決算対象会社総数 計297社
（2002年3月末現在）
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１９９０年代の日産の迷走

¡ 何をする会社なのか？
l 無関連多角化：「技術者パラダイスとしての日産」

¡ 織機、防衛、宇宙事業などの無戦略な多角化と資源展開
¡ 将来無い織機、儲からない衛星、あがらないロケットは民間企業に何のため？

l 肥大化する事業と過剰資源、人員と本業の弱体化
¡ 何のための日本的経営なのか？

l 成長しか分からない＝撤退ができない
l 日本本社主導による国際事業戦略の視点の弱さ（足を引っ張る日本事業）

¡ 何のための系列なのか？
l 系列企業の過保護による低い提案力と競争力
l 天下りが高コスト体質を助長

¡ なぜ改革ができないのか？
l 大企業病：誰もが分かっている問題と解決策：なぜ改革ができないのか
l カルロス・ゴーン：「マネジメントの不在」

日産は国際的にどう見られていたか

¡ 投資リスクの高さ＝大手は二の足
l フォード・ナッサー社長

¡「苦労して稼いだ資金をどこぞの誰かが苦労してい
る借金の返済に充てるつもりはさらさらない」

l クライスラー・ルッツ社長
¡「日産に資金を注ぎ込むのは５０億ドルをコンテナ
に詰め、「日産」と書いたラベルを貼って海に投げ
捨てるようなものだ」

¡ 欧州中堅企業ルノーにとり飛躍のチャンス
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提携の要因

¡ ルノー
1. コスト体質改善

– コスト削減で企業再建にめど
2. 遅れていた国際化対応

• 欧州企業からグローバル企業
へ

• アジア市場重視
3. 同等規模での対等関係

• 米国大手企業では併呑恐れ？
4. 技術力強化

• 電子技術・生産技術導入
5. 外国人経営者登用
6. 財務体質の改善

• キャッシュフローの余裕

¡ 日産
1. 高コスト体質

l 過剰生産能力
l 無戦略な多角化

2. シェア低下（２位から３位へ）
l 製品・ブランドの魅力低下

3. 負債増大による危機の進化
4. 事業国際化の行き詰まり

l 日本事業が足を引っ張る
5. 大企業病蔓延と改革絶望

– 日本人社員、経営陣無気力化
6. 系列の疲弊

l 過剰保護と競争力不足

双方のメリット

¡ ルノー
l 対等以上での提携可能

l 同業種で似た事業構造

l 国際事業展開可能

l 日産の生産力・技術力

l 共同事業による国際化

l アジア市場への浸透

¡ 日産
l 資金提供急務

l 同業種による救済

l 合併・子会社化を回避

l 日産社員主導改革

l 経営体制の刷新

l 経営改革能力の導入
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提携の展開

¡ 1998年
l 日産の行き詰まる資金繰り＝倒産の危機
l ムーディーズ、Ｓ＆Ｐ：日産社債を「ジャンク」レベルに

¡ 1998.11
l ルノー・シュバイツアーと日産・塙社長での秘密交渉

¡ 当時はダイムラー・クライスラー、フォードとも交渉

¡ 1999.3
l ダイムラー・クライスラー提携交渉打ち切り

¡ 1999.3．27
l ルノー・日産の提携発表

¡ ルノーが資本参加、資金援助、経営陣派遣による改革
¡ 日産の技術をルノーに供与、購買・開発での協力

¡ 1999.6
l カルロス・ゴーン来日、日産ＣＯＯ（最高執行責任者）に

¡ 1999.10
l 日産リバイバル・プラン発表

合意内容

¡ １９９９．３．２７合意内容
1. 日産の第３者割当増資

5857億円で株式
36.8％ルノー引受

2. ルノーが日産傘下日産
ディーゼル株22.5％引
受

3. ルノーが日産欧州販売
金融会社３８０億円で買
収

4. 日産が将来ルノー株を
取得し、持ち合い

¡ 日産＝ルノー
l 両社合計４８０万台、世
界シェア９．１％

¡ 提携内容
1. 財務

¡ ルノーが日産、日産
ディーゼルへの出資

2. 経営管理
¡ ＣＯＯを含む３人の役
員派遣と４０人弱のマ
ネージャー派遣

3. 事業
¡ プラットホーム（車台）
統合

¡ 中南米工場共同利用
¡ 南アフリカでの日産合
弁参加

¡ 世界規模での事業協
力で３３．２億ドルの節
約
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提携の目的

¡ コア事業への選択と集中
l 日産とルノーは自動車企業

¡ 共同化によるコスト削減
l 国際事業での共同（生産、購買、販売）

¡ 共同による相互学習
l 新技術、生産技術、改革能力、経営国際化

提携内容のポイント

¡ ルノーによる資本投資（６４３０億円）と資本
参加（３６．８％）

¡ ルノー支援での日産の経営改革
l 財務強化の日産リバイバルプラン

¡ 国際事業での共同展開
l 技術、生産面での国際協力
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提携のマネジメント

ＧｒｏｂａｌＡｌｌｉａｎｃｅＣｏｍｍｉｔｅｅ

Cross Company Team

日本・アジア太平洋 商品企画

欧州

パワートレイン南米

車両開発

購買

北米・中米

生産CIS・トルコ

中東 サハラ以南アフリカ

最高意志決定機関
（高級役員構成）
•両社ＣＥＯ共同議長
•ルノー・日産各６名

•毎月
ＣＣＴ
の提
案承
認と
進捗
確認

機能別

地域別

•各種分野の改
革委員会
•提携・改革方
法の提案

購買と生産の提携

¡ 購買分野
l 2001年RNPO（日産ルノー共同購買会社）設立

¡グローバルな共同購買の実施とシナジー
¡両社年間購買額３０％削減を目標

¡ 生産分野
l 2000年「プロジェクト６４」

¡メキシコの日産工場でルノー車生産

¡ルノー中米市場への復帰
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日産リバイバルプラン

¡ １９９９年１０月発表、２０００ー２００２年度

1. 財務目標
• 収支黒字化、利益率向上、有利子負債圧縮

2. リストラ政策
• ２００３年までにグループ１４％人員削減
• 工場３カ所とパワートレイン工場２カ所閉鎖
• 購買コスト２０％削減／サプライヤーを半数の６００社に

3. 資源の再配分
• ２０００から０２年度に新製品を投入しブランド再構築、技術投
資

• 年間投資額増加
• ５０００億円のノンコア事業・資産の売却

その成果

¡ めざましい成果（２００１年３月）

1. 財務目標の進展
l 営業利益、利益率、負債削減進展

2. リストラの進展
l １万４２００人削減
l 工場３カ所閉鎖
l 購買コスト削減、サプライヤー８１０社に

3. 資源再配備
l 新製品４車種
l 投資率５％増加
l ノンコア資産、事業の売却３４１０億円
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組織改革

¡ Cross-Functional Team
l 関連部門の公式的な連携と戦略策定・実施

¡ 重量級マネージャーによる改革プロジェクト
l 能力ある中堅の投入、トップの支援と進捗管理

¡ マトリックス組織
l 国際事業での経営管理体制の再編

¡ 組織文化の改革
l 社員意識の改革、「やる」体質に

提携の将来

¡ 日産＝ルノーの提携とは別に．．．．

¡ 提携は５～７年で解消する可能性が高い
l 経営環境や事業戦略の時代的変化
l 相互学習が進み能力を持った場合は解消に
l 提携後の資産、特に知的資産の分割の問題
l コアの競争能力を各企業がどう育成するか
l 双方の新たな提携が提携を変質させる可能性

¡ シナジー革新のマネージメントが提携発展の焦点
に
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カルロス・ゴーンをどう見るか

¡ カルロス・ゴーン『ルネサンス』ダイヤモンド社

¡ 率直な改革型リーダーシップ
l 普通の改革ができない：ｂボトムアップ型の限界

¡ 経営戦略と経営資源の有効活用
l 戦略に基づく選択と集中

¡ 提携についての日本側の戦略不在
l 我々は資産・能力で何を得て何を失うのか

¡ ルネサンス後の日本的経営
l 内部成長ではなく外部提携による事業展開パターン？

検討点

¡ 提携内容の検討

¡ 組織改革の影響

¡ ビジネス・スクールの意義
l 改革の仕方とされ方の教育

¡ 反対意見
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¡ カルロス・ゴーン『ルネサンス』ダイヤモンド
社

¡ 『日本経済新聞』朝刊１９９９年３月２７日

¡ 同上１９９９年３月２８日

¡ 『日経産業新聞』１９９９年３月１８日


